
高山市大新町２丁目９７番３外

低層住宅地

中小規模の一般住宅
を中心とした住宅地
域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 30 130 130 低層住宅地

-

（都）１住居(60,200)
高度地区

市内の住宅地については、人口減少、高齢化の進展に伴い、需要
は縮小傾向にある。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

自用の戸建住宅のほか、周辺にはアパート等の賃貸用物件もみられるが、対象基準地の画地規模を勘案し、単独では賃貸用
不動産の建築想定が困難であることから収益還元法については適用を断念した。本評価に際しては市場性を反映した比準価
格を標準とし、標準地との均衡及び指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市中心市街地の既成住宅地域であり、地域要因に特段の変化はなく、当面は現状のまま推移していくものと思料される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.1

+0.4

+6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅北東
1.6km

高山
1.6km

(8)

北5m市道

（都）１住居
(60,200)

（その他）　　　　
高度地区

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

115

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

61,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

109.7 ］

99.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

54,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.5

-12.4

-25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

66.7 ］

97.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

6,210,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、広域的には高山市の中心市街地の住宅地域であり、特に価格牽連性が認められるのは、西小学区内の住宅地
域であると判定した。想定される需要者層は、市内在住の地縁性を有する個人が中心で、圏外からの流入は少ない。旧来か
らの既成住宅地域であり、区画が雑然としていることから、取引の価格帯は様々である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ＩＲ綜合鑑定

小池　育生



高山市国府町名張字明石１２６４番１

低層住宅地

農地が多い中に低層
住宅が散在する住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 200 50 30 低層住宅地

-

（都）(60,200)
土砂災害警戒区域

市内の住宅地については、人口減少、高齢化の進展に伴い、需要
は縮小傾向にある。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、一般住宅が散在する農家集落地域で賃貸市場が未成熟であり、さらに、人口減少、高齢化により、賃貸需要が
低迷していることからも、賃貸用アパートの建築想定による収益性の検証は困難と判断し、収益還元法については適用を断
念した。本評価に際しては市場性を反映した比準価格を標準とし、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は、農地が多く見られる中に一般住宅が散在する農家集落地域であり、人口減少、高齢化の進展に伴い土地需要は
縮小傾向にあり、地価は下落傾向が続くと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 16,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

飛騨国府駅南
1.2km

飛騨国府
1.2km

(8)

南西5.5m県道､北西
側道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

(70,200)

特にない 基準方位北、５．
５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

393

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

16,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0

+1.0

0.0

方位

角地

形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

6,370,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 16,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、広域的には高山市国府町地区及び隣接市内の住宅地域であり、特に価格牽連性が認められるのは、国府町地
区の住宅地域であると判定した。需要の中心は、地縁性を有する個人であると思料する。人口減少、高齢化の進展に伴い、
土地需要の減少が顕著である。取引の中心となる総額の価格帯は、土地代のみで５～６百万円と把握される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ＩＲ綜合鑑定

小池　育生



高山市一之宮町字野添３０１８番２外

戸建住宅地

一般住宅のほか、農
地も多く見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 50 50 戸建住宅地

-

「都計外」

景気はやや低迷しており、高山市住宅地においては地価は依然と
して下落傾向にある。

地価の下落傾向は依然として続いており、その他は特段の変動要
因は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、戸建住宅を主とする住宅地域で自用を目的とする取引が中心であり、市場の実態を反映した比準価格が説得力
を有する。他方、現実的に土地を購入してまで収益物件の保有を希望する需要者は皆無であり、妥当な賃貸市場が認められ
ないため、収益価格を求めることが出来なかった。したがって、比準価格を標準に、単価と総額との関連等にも留意して、
鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

農地が多く見られる中、一般住宅や農家住宅が見られる山間部の住宅地域で、地域要因の変動は特に認められず、当分の間
は現状程度にて推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 19,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

飛騨一ノ宮駅南西
1.3km

飛騨一ノ宮
1.3km

(8)

東4.5m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北、４．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

333

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

18,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 15日令和 4年 7月 1日

6,190,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 18,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 対象不動産の同一需給圏は、高山市郊外の住宅地域である。高山市は地縁的選好性が強いため、需要者の中心は、市内及び
周辺市町村の居住者が主体である。当該地域は、市内中心部の土地の値頃感から需要はやや弱含みであり、今後も地価はや
や下落傾向にあるものと推測される。市場の中心価格帯は、土地は６００万円前後、新築の戸建物件は２，５００万円前後
である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

（株）ひだ高山総合事務所

神田　浩二



高山市緑ケ丘町１丁目８４番

低層住宅地

一般住宅が多い高台
の閑静な住宅地域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北120 60 70 60 低層住宅地

-

(都)１中専(60,200)

景気はやや低迷しており、高山市住宅地においては地価は依然と
して下落傾向にある。

地価の下落傾向は依然として続いており、その他は特段の変動要
因は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、戸建住宅を主とする旧来からの住宅地域で自用を目的とする取引が中心であり、市場の実態を反映した比準価
格が説得力を有する。他方、現実的に土地を購入してまで収益物件の保有を希望する需要者は皆無であり、妥当な賃貸市場
が認められないため、収益価格を求めることが出来なかった。したがって、比準価格を標準に、指定基準地及び公示地から
の検討を考慮し、単価と総額との関連等にも留意して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市街地中心に近い高台の住宅団地で、地域要因の変動は特に認められず、現状程度にて推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 38,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

38,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.9

+5.1

+44.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅西
2km

高山
2km

(8)

南7m市道

(都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北、７
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

188

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

38,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5％ ％

140.9 ］

99.0［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

38,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.5

-5.4

+5.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

97.3 ］

97.3［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 15日令和 4年 7月 1日

7,180,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 38,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 対象不動産の同一需給圏は、高山市中心部に程近い住宅地域である。高山市は地縁的選好性が強いため、需要者の中心は、
市内及び周辺市町村の居住者が主体である。当該地域は、市内中心部の土地の値頃感から需要はやや弱含みであり、今後も
地価はやや下落傾向にあるものと推測される。市場の中心価格帯は、土地は７００万円前後、新築の戸建物件は２，８００
万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

（株）ひだ高山総合事務所

神田　浩二



高山市朝日町立岩字宮ノ腰３２１番１

低層住宅地

農地が多い中に一般
住宅、農家住宅が散
在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北240 210 150 60 低層住宅地

-

都計外

高山市は人口減少局面にある。若年層の市外流失が続き、高齢化
率が高い。観光業は持ち直しの動きが見られる。

地域要因に目立った変化等は見られない。

個別的要因に変動はない。

当地域及びその周辺地域において賃貸物件はほぼなく、取引は自己利用目的で行われており、本件では比準価格のみを得た
が、妥当性は担保されている。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。比準に際しては対
象基準地と代替性の高い朝日町地内の事例を採用できており、説得力の高い価格が得られた。よって本件では比準価格を採
用し、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当地域は高齢化の進行、人口流出等から今後は衰退傾向にて推移していくものと予想される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 3,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

久々野駅北東方
9km

久々野
9km

(8)

南8m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、８ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

535

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

3,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 3日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

1,660,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 3,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は朝日町及び周辺町の全域であり、主たる需要者は当地域に地縁を有する個人である。当地域は朝日町中心部に
近い農村地域であり、土地需要は慢性的に弱く、取引は限定的かつ静態的で、地価は下落が続いている。稀に取引が行われ
ても、親族・知人間取引、隣地の追加取得等、何らかの事情が介在するケースが多い。別荘地の取引は散発的に行われてい
るが、その取引数も減少の一途にある。取引が少ないため、需要の中心価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原毅彦



高山市石浦町６丁目１４２番

低層住宅地

一般住宅を主体とし
農地も残る新興住宅
地域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北120 30 240 0 低層住宅地

-

（都）２中専(60,200)

高山市は人口減少局面にある。若年層の市外流失が続き、高齢化
率が高い。観光業は持ち直しの動きが見られる。

地域要因に目立った変化等は見られない。

個別的要因に変動はない。

当地域及びその周辺地域において賃貸物件は見受けられるものの取引は自己利用目的で行われており、本件では比準価格の
みを得たが、妥当性は担保されている。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。比準に際
しては規範性の優れる事例を採用できており、説得力の高い価格が得られた。よって本件では比準価格を採用し、公示価格
を規準とした価格との均衡に留意し、さらに指定基準地からの検討も踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

農地が多く残る中の戸建住宅地域であり、今後も宅地が漸増していくと予測する。価格については人口減少を背景に下落傾
向にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.6

+7.2

+26.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅南東方
3.2km

高山
3.2km

(8)

北5.5m市道

（都）２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

208

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

40,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5％ ％

128.9 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

40,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.7

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

89.5 ］

97.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 3日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

8,420,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 40,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧高山市内における同価格帯の住宅地域であり、特に旧高山市南部の住宅地と代替性が高い。主たる需要者は
市内に居住、就労する個人である。市中心部からはやや距離があるが、国道４１号へのアクセスは良好な地域である。農地
が多く残っており、南側が開けた平坦な地勢で、一次取得者層であるファミリー層に希求されて宅地が漸増している。需要
の中心価格については更地で１０００万円弱、新築建物付きで２５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原毅彦



高山市天満町２丁目８５番６

低層住宅地

一般住宅を主体とす
る既成住宅地域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 50 20 低層住宅地

-

（都）２住居(60,200)

市内の住宅地については、人口減少、高齢化の進展に伴い、需要
は縮小傾向にある。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、自用の戸建住宅のほか、周辺には賃貸アパート等の収益物件もみられることから、収益性の検証も可能である
が、対象基準地の画地規模を勘案し、単独では賃貸用不動産の建築想定が困難であることから収益還元法については適用を
断念した。本評価に際しては市場性を反映した比準価格を標準とし、更に標準地及び指定基準地との均衡を踏まえ、上記の
とおり鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市中心部への接近性及び利便性に優る既成住宅地域であり、地域要因に特段の変化はなく、当面は現状のまま推移してくも
のと思料される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 68,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

68,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.1

-5.8

-16.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅南東
1km

高山
1km

(8)

西5m市道

（都）２住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

147

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

68,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

76.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

36,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.5

-15.9

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

99.9 ］

97.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

10,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 68,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

55,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、広域的には高山市の中心市街地の住宅地域であり、特に価格牽連性が認められるのは、市街地南部エリアの
住宅地域であると判定した。想定される需要者層は、市内在住の地縁性を有する個人が中心で、圏外からの流入は少ない。
取引の中心となる総額の価格帯は、土地代のみで１０百万円程度、新築戸建住宅で２０百万円台半ばと把握される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ＩＲ綜合鑑定

小池　育生



高山市江名子町５４８番８

低層住宅地

中規模一般住宅を主
体とする地域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 70 20 低層住宅地

-

（都）２中専(60,172)

高山市は人口減少局面にある。若年層の市外流失が続き、高齢化
率が高い。観光業は持ち直しの動きが見られる。

都市計画道路松之木千島線の整備が計画されている。

個別的要因に変動はない。

当地域及びその周辺地域において賃貸物件は見受けられるものの取引は自己利用目的で行われており、本件では比準価格の
みを得たが、妥当性は担保されている。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。比準に際
しては代替性の高い事例を採用できており、説得力の高い価格が得られた。よって本件では比準価格を採用し、公示価格を
規準とした価格との均衡に留意し、さらに指定基準地からの検討も踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅を主体とする地域で、周囲に新規の土地開発は見られず、当面は現状維持にて推移していくものと予測される。地
価は下落傾向にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

32,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.9

+2.8

+59.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅南東方
2km

高山
2km

(8)

北東4.3m市道

（都）２中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,172)

特にない 基準方位北、４．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

227

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

32,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.2％ ％

162.0 ］

99.0［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

32,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.8

-7.0

+16.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

112.0 ］

97.3［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 3日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

7,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 32,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は旧高山市内における同価格帯の住宅地域であり、主たる需要者は市内に居住、就労する個人である。当地域は
市中心部からやや距離があり、スーパーやクリニック等の生活関連施設も近隣になく、やや利便性が劣る。そのため需要が
年々減退しており、旧高山市内においては価格帯が比較的低位な住宅地域である。傾斜の多い地勢であり、新規の土地開発
は少ない。需要の中心価格については更地で１０００万円弱、新築建物付きで２０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原毅彦



高山市日の出町２丁目３８番

低層住宅地

小規模一般住宅が多
い丘陵地の住宅地域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 100 低層住宅地

-

（都）１中専(60,160)

市内では開発業者による宅地分譲が増えてきている。

高齢化率は市全体の平均値を６Ｐ近く上回っており、地価の下
落傾向は依然として続いている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、戸建住宅を主とする旧来からの住宅団地で自用を目的とする取引が中心であり、市場の実態を反映した比準
価格は説得力を有する。一方、画地規模が小さいため、賃貸物件を建築想定することが事実上困難であることから、収益
価格を求めることは断念した。以上により、ここでは比準価格を標準に、代表標準地及び指定基準地との検討を踏まえ、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市街地中心に近い高台の住宅団地で、地域要因の変動は特に認められず、これまで同様、弱含みで推移していくものと予
測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 28,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

27,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.4

+85.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅北東
2.3km

高山
2.6km

(8)

北西4m市道

（都）１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない。 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

155

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

27,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

52,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

187.6 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

27,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.8

-9.1

+36.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

129.6 ］

97.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

4,320,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 27,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は当市中心部に近い、高台の住宅団地と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは当市曙町である。
需要者は市内在住の給与所得者が中心。市内の住宅地需要はコロナ禍にあっても比較的安定しているが、当地域は坂が多
く、車がないと不便なため、高齢者にとっては住みにくい団地となりつつある。路線バスも団地内は走っていないため、
一部を除き、引き合いは少ない。取引の中心となる価格帯は、土地代で総額４百万円前後と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

9 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市初田町３丁目９７番６

低層住宅地

一般住宅、店舗等が
混在する既成住宅地
域

11

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 90 40 低層住宅地

-

（都）２住居(60,200)
高度地区

市内の住宅地については、人口減少、高齢化の進展に伴い、需要
は縮小傾向にある。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない

当該地域は、自用の戸建住宅のほか、周辺には賃貸アパート等の収益物件もみられることから、収益性の検証も可能である
が、対象基準地の画地規模を勘案し、単独では賃貸用不動産の建築想定が困難であることから収益還元法については適用を
断念した。本評価に際しては市場性を反映した比準価格を標準とし、更に標準地との均衡及び指定基準地からの検討を踏ま
え、上記の如く鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

地域要因に格段の変化はなく、当面は現状のまま推移していくものと思料される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 61,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

61,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-1.3

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅北
1.2km

高山
1.2km

(8)

西8m市道

（都）２住居
(60,200)

（その他）　　　　
高度地区

特にない 基準方位北、８ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

155

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

61,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

61,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8％ ％

96.7 ］

99.5［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

60,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

高山（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.4

-13.9

-28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

59.9 ］

97.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

9,490,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 61,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

49,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、市中心市街地における住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは、北小学校区の住宅地域である。想定される
需要者は、市内在住の地縁性を有する個人が中心で、圏外からの流入は少ない。取引の中心となる価格帯は、土地代のみで
１０百万円程度、新築戸建住宅で２５百万円後半である。成熟した既成住宅地域であり、宅地の需給バランスは概ね均衡し
ているものと思料される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

10 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ＩＲ綜合鑑定

小池　育生



高山市冬頭町４７５番３外

低層住宅地

一般住宅を主体とし
農地も残る新興住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 70 140 100 低層住宅地

-

（都）２中専(60,200)

市内では開発業者による宅地分譲が増えてきている。

周辺では、相場より３割程高く価格設定された分譲地も見られ
る。

個別的要因に変動はない。

　当地域は戸建て住宅を主体とする地域であり、市場参加者は居住環境や交通利便性を重視するため、類似物件との相対
比較の中で価格を決定する傾向が強い。比準価格は現実の取引事例を価格判定の基礎としており、実証的かつ説得力を有
する。一方、画地規模が小さく、賃貸物件を基準地上に建築することは事実上困難であることから、収益価格の試算は断
念した。よって本件では、比準価格を標準に、公示価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

農地も残る市郊外の新興住宅地域である。人口は安定的に推移しており、地価の下げ圧力は今後弱まっていくものと予測
される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+6.5

+3.2

+30.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅北
3.5km

高山
3.8km

(8)

北5.5m市道

（都）２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北、５．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

197

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 16.5  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

50,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7％ ％

138.6 ］

99.6［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

7,110,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は当市郊外の農地も残る住宅地域と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは当市本母町である。需
要者は市内の事業所等に勤務する給与所得者が中心。市全体の人口減少が進む中、当地域の人口はむしろ微増しており、
需給は安定的に推移している。周辺では久しぶりに宅地分譲も見られ、割高な価格設定にもかかわらず引き合いも多い。
地価の下げ圧力は弱まっている。取引の中心となる価格帯は、土地代で総額７百万円前後と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

11 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市上宝町本郷字上野２５２８番２

低層住宅地

住宅、小売店舗等が
混在する既成住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 100 90 低層住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

高山市内の支所地域の多くは、過疎化、高齢化による人口減に
よって、更なる地価下落を招くというスパイラルの状態が続い
ている。

地域要因に目立った変化等は見られない。

個別的要因に変動はない。

　当地域は山間部の集落に存するが、周辺に賃貸物件は皆無の上、市場も未成熟であることから収益価格は求めなかった。
取引の多くは自用目的であり、類似物件との相対比較の中で価格が決定される傾向が強いため、比準価格の説得力は高い
と判断した。以上の結果本件では、市場における取引実態を適切に反映している比準価格を採用することとし、鑑定評価
額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

古くからの集落で、過疎化、高齢化の流れを止めることはできず、地価は当面下落が続くものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 6,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

飛騨国府駅北東
25km

飛騨国府
26km

(8)

南東6.8m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６．
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

209

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,980 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

1,250,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,980 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は旧上宝村全域のうち、旧役場周辺に形成される集落地域である。需要者は地元に地縁血縁等を有する個人
が中心。高山市に編入された支所地域の多くで過疎化、高齢化が進行しており、不動産市場の縮小が続いている。当地域
の属する上宝町も高齢化率は４０％を超え、隣地買い増しや売り急ぎ等の特殊事情を有する取引が増えており、適正な価
格水準の把握は困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

12 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市丹生川町町方字林ノ下２０００番３５

低層住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
区画整然とした住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 60 100 低層住宅地

-

(都)(60,200)

景気はやや低迷しており、高山市住宅地においては地価は依然と
して下落傾向にある。

地価の下落傾向は依然として続いており、その他は特段の変動要
因は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は、戸建住宅を主とする住宅地域で自用を目的とする取引が中心であり、市場の実態を反映した比準価格が説得力
を有する。他方、現実的に土地を購入してまで収益物件の保有を希望する需要者は皆無であり、妥当な賃貸市場が認められ
ないため、収益価格を求めることが出来なかった。したがって、比準価格を標準に、単価と総額との関連等にも留意して、
鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

旧高山市内に隣接した支所地域における住宅団地で、地域要因の変動は特に認められず、現状程度にて推移していくものと
予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 20,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅北東
6.5km

高山
6.5km

(8)

北西5m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北、５
ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

244

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

19,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 15日令和 4年 7月 1日

4,830,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 19,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 対象不動産の同一需給圏は、高山市郊外の住宅地域である。高山市は地縁的選好性が強いため、需要者の中心は、市内及び
周辺市町村の居住者が主体である。当該地域は、市内中心部の土地の値頃感から需要はやや弱含みであり、今後も地価はや
や下落傾向にあるものと推測される。市場の中心価格帯は、土地は５００万円前後、新築の戸建物件は２，５００万円前後
である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

13 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

（株）ひだ高山総合事務所

神田　浩二



高山市荘川町新渕字野４２１番１外

低層住宅地

国道沿いに一般住宅
、ホテル、公共施設
等が連担する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 200 150 低層住宅地

-

都計外

高山市では、支所地域の衰退が顕著で、過疎化、高齢化の進行
が地価下落の主要因となりつつある。

最も地価水準の高い近隣地域周辺の人口減少率が、町全体の減
少率を上回っている。

個別的要因に変動はない。

　比準価格は、現実の取引事例を価格判定の基礎としており、実証性が高い。一方、収益価格は標準地上に最有効の賃貸
物件を想定するものであるが、農家集落地域で賃貸市場は極めて未成熟であることから、当価格は求められなかった。自
用目的の取引が大半であることから、本件では市場性、資産性を反映している比準価格を適正と判断し、上記の通り鑑定
評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

荘川町において最も地価水準の高い地域であるが、過疎化、高齢化の進行に伴い、町全体で供給過多の状態が続いており、
地価は今後も下落が続くものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 5,630円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅南西
43km

高山
41km

(8)

北東8.5m国道

都計外

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北、８．
５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

244

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,440 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.4％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0

0.0

方位

形状

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

1,330,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,440 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は荘川町の集落地域一帯と判断される。需要者は地元に地縁血縁等を有する個人が中心。高山市では、支所
地域の多くで、不動産市場の縮小が見られるが、当地域の属する荘川町も高齢化率が４０％を超え、空家や空地が目立つ。
町の郊外には別荘地が点在するが、昭和４０年代に開発されたものが多く、一部を除き、市場競争力が低下している。集
落では、隣地買い増し等の特殊事情を有する取引が増えており、適正な価格水準の把握は困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

14 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市久々野町無数河字江戸６９５番

低層住宅地

中規模一般住宅を中
心に公共施設等が混
在する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 100 20 低層住宅地

-

都計外

高山市は人口減少局面にある。若年層の市外流失が続き、高齢化
率が高い。観光業は持ち直しの動きが見られる。

令和２年１２月に国道４１号宮峠トンネルが開通した。

個別的要因に変動はない。

当地域及びその周辺地域において賃貸物件はほぼなく、取引は自己利用目的で行われており、本件では比準価格のみを得た
が、妥当性は担保されている。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。比準に際しては対
象基準地と代替性の高い久々野町地内の事例を採用できており、説得力の高い価格が得られた。よって本件では比準価格を
採用し、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当地域は高齢化の進行、人口流出等から今後は衰退傾向にて推移していくものと予想される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 12,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

久々野駅南西方
400m

久々野
400m

(8)

東4m市道

都計外

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

285

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

11,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0

0.0

方位

形状

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 3日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

3,390,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 11,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は久々野町及び周辺町全域であり、主たる需要者は当地域に地縁を有する個人である。当地域は町中心部に位置
し、久々野町内としては利便性に優れる地域であるが、当町は果樹を主体とした農業以外に基幹産業がなく、少子高齢化が
進行しており、地価の下落が続いている。当町には別荘地域もあるが規模が小さく知名度もないため、取引は低調である。
需要の中心価格帯については、町中心部の取引は１㎡あたり１万円前後に概ね集約されている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

15 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原毅彦



高山市清見町牧ヶ洞字岩野３１２９番

低層住宅地

農地の中に住宅等が
散在する住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 100 低層住宅地

-

（都）(60,160)

高山市では、支所地域の衰退が顕著で、過疎化、高齢化の進行
が地価下落の主要因となりつつある。

地域要因に変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

　比準価格は、現実の取引事例を価格判定の基礎としており、説得力を有する。一方、収益価格は標準地上に最有効使用
の賃貸物件を建築想定するものであるが、農家集落地域で賃貸市場は極めて未成熟であることから、当価格は求められな
かった。自用目的の取引が大半であり、清見町内において規範性の高い事例を採用し得たことから、本件では比準価格を
適正と判断し、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当地域の属する清見町も他の支所地域と同様、過疎化、高齢化が進行しており、当面衰退傾向にて推移していくものと予
想される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅西
8.4km

高山
8.4km

(8)

北4m市道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない。 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

591

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0

0.0

方位

形状

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

6,260,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は清見町の集落地域一帯と判断される。需要者は地元に地縁血縁等を有する個人が中心。中部縦貫自動車道
高山ＩＣの開通以降、当地域近くの同高山西ＩＣの利用者は減っており、当ＩＣ出入口近くにある道の駅の利用者数も大
きく減少している。また、児童数も３割近く減っており、若年世代の流出による不動産市場の縮小が続いている。正常な
取引が少なく、適正な価格水準の把握は困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －

基準地番号 提出先

16 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市本町１丁目４５番

低層店舗兼事務所地

市中心部の観光名所
に近い商店街

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 10 100 低層店舗兼事務所地

-

（都）商業(90,400)
準防

高度地区

新型コロナの影響により、市内宿泊施設の稼働率が低迷していた
が、足元では一部に回復傾向も認められる。

国内旅行客を中心として足元では客足が戻りつつある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は全国有数の観光地に近接し、土地供給件数は少ないが、市中心商業地の事例から適切に求められた比準価格は、
市場性を反映しており、説得力を有する。一方、近隣地域においてはテナント物件も見られるものの、自己用の取引が中心
であり、賃貸用建物の建築想定に基づく収益価格は相対的に説得力が劣る。本評価に際しては市場性を反映した比準価格を
標準として収益価格を比較考量し、代表標準地との均衡を踏まえ、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

新型コロナの影響により、依然として厳しい状況が続いているが、国内旅行客が回復傾向にあることに加え、アフターコロ
ナを見据えたホテル投資も散見される等、一部では明るい兆しもみられる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 149,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

144,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-14.7

+0.6

+137.0

-6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅東
800m

高山
800m

(8)

東12m市道

（都）商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
高度地区
(90,400)

観光名所「古い町並み」「
高山陣屋」に隣接し、集客
力が高い。

１２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

231

( )

⑨法令上の規制等

1:5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

152,000 円／㎡

101,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

274,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

191.2 ］

100.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

33,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 146,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

115,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 外国人観光客も多い全国有数の観光地に近接する商業地であり、同一需給圏は、広域的には高山市内商業地域であるが、特
に価格牽連性が認められるのは市中心部の商業地域と判定した。市中心部では、アフターコロナを見据えたホテルの新規開
業予定も複数見られる。対象基準地の需要者層は、観光客向け飲食・小売業等の地元法人が主体である。土地の供給件数も
少なく、取引規模についても個別性が強いことから中心価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ＩＲ綜合鑑定

小池　育生



高山市昭和町１丁目３２１番

低層店舗地

店舗、事業所等が増
えつつある区画整理
済の商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 0 30 170 低層店舗地

-

（都）商業(90,400)
準防

高度地区

観光客の増加によって、市全体に活気が戻りつつある。

特に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

　比準価格は現実の取引事例を価格判定の基礎とするもので、説得力を有する。一方、収益価格は最有効使用の賃貸物件
を建築想定したもので理論的であるが、当地域は不動産の収益性によって地価が形成される程、市場が成熟しておらず、
比準価格に比してやや低位に試算された。自用目的の取引が中心であることから、比準価格を中心に収益価格を比較考量
し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
ＬＳ２

ＪＲ高山駅西口周辺の商業地域である。駅西地区は地元顧客を対象とした店舗が多く、背後の住宅地の需要も堅調で、今
後は新たな商業地域としての発展が見込まれる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 175,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

173,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-15.9

-4.7

+100.0

-6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅西
200m

高山
200m

(8)

西17m市道

（都）商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
高度地区
(90,400)

特にない 基準方位西、１７
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

467

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

178,000 円／㎡

103,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

274,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

150.7 ］

95.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

81,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 174,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

140,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は市中心部に近い商業地域一帯と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは駅西地区の区画整理が完
了したエリアである。需要者は地元資本の事業者のほか、他府県からの流入も多い。当地域は駅東地区と異なり、地元顧
客を対象とした店舗が多く、新型コロナによる地価への影響は軽微に留まっている。背後の住宅地の地価も安定しており、
当地域における更地の取引相場は坪当たり５０～６０万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市丹生川町町方字林作１８番３外

低層店舗地

小規模な事務所、沿
道サービス施設等が
多い国道沿いの路線
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 100 50 40 低層店舗地

-

（都）(60,200)

個人消費は持ち直しの動きが見られるが、世界的な物価高騰の一
方で賃金の伸びは鈍く、景気を下押しする懸念が生じている。

令和４年５月、近隣地域内に丹生川町唯一のドラッグストアがオ
ープンした。

個別的要因に変動はない。

当地域及びその周辺地域において賃貸物件はほぼなく、取引は自己利用目的で行われており、本件では比準価格のみを得た
が、妥当性は担保されている。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。比準に際しては一
定の規範性を有する丹生川町地内の事例を採用できており、説得力の高い価格が得られた。よって本件では比準価格を採用
し、鑑定評価額を決定した。

［

［

事務所兼倉庫
Ｓ２

当地域は丹生川町中心部の地域にあって、公共施設や利便施設等が立地する。当面は現状維持、長期的には人口減少を背景
に衰退傾向にて推移すると思量される。今後も地価は下落を続けると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 25,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅北東方
7.1km

高山
7.1km

(8)

南13m国道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １３ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,009

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 40.0  ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

24,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 3日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

24,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 24,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は丹生川町全域及び高山市辺縁部地域である。他地域からの流入は少なく、主たる需要者は当地域に地縁を有す
る個人である。丹生川町はほぼ全域が農家集落地域で、当地域は町中心部に位置し、商業性が認められるものの、スポット
的で商業地域としての広がりは小さい。地積等の個別性が大きいため需要の中心価格帯の把握は困難であるが、町中心部及
びその周辺における取引では土地の種別に関わらず地価は１㎡あたり２万円前後に概ね集約されている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原毅彦



高山市上三之町５１番

低層店舗地

土産物店や飲食店が
建ち並ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 30 65 35 低層店舗地

-

（都）近商(90,240)
準防

高度地区
伝建保存地区

新型コロナの影響により、市内宿泊施設の稼働率が低迷していた
が、足元では一部に回復傾向も認められる。

国内旅行客を中心として足元では客足が戻りつつある。

個別的要因に変動はない。

市内中心商業地の事例から適切に求められた比準価格は、市場性を反映していることから説得力を有する。一方、近隣地域
は伝建保存地区に存し、一部テナント物件も見られるものの、自用の店舗が中心であり、賃貸用建物の建築想定に基づく収
益価格は相対的に説得力が劣る。本評価に際しては市場性を反映した比準価格を標準とし、収益価格を比較考量して鑑定評
価額を上記の如く決定した。

［

［

店舗兼倉庫
Ｗ３

新型コロナの影響により、依然として厳しい状況が続いているが、国内旅行客が回復傾向にあることに加え、アフターコロ
ナを見据えたホテル投資も散見される等、一部では明るい兆しもみられる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 285,000円／㎡

公示価格 274,000円／㎡

標準地番号 高山 1-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅北東
770m

高山
770m

(8)

東3.5m市道

（都）近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　
高度地区

伝建保存地区
(90,240)

全国的にも有名な観光地「
古い町並み」内に位置する
。

３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

171

( )

⑨法令上の規制等

1:5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

5.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

288,000 円／㎡

249,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.2 +0.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

47,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 276,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

220,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 全国有数の観光地であり、同一需給圏は、広域的には東海地区を中心とした全国の有名観光地であるが、特に価格牽連性が
認められるのは高山市中心部の商業地域と判定した。対象基準地の需要者層は、観光客向け飲食・小売業等の地元法人が主
体であるが、インバウンドの蒸発、国内観光客の大幅な減少により、厳しい状況が続いていたが、足元では一部に回復傾向
も認められる。取引規模等の個別性が強いことから中心価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社ＩＲ綜合鑑定

小池　育生



高山市奥飛騨温泉郷平湯字家上６３４番２外

旅館等の敷地

温泉旅館が集積する
山間の商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 70 50 200 旅館等の敷地

-

都計外
国立公（２種）
土砂災害警戒区域

新型コロナ発生前と比べると、温泉旅館の経営は依然厳しい状
況が続いているが、宿泊者数は増加傾向にあり、最悪期を脱し
つつある。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

都市部のホテルでは、所有と経営を分離した形態も見られるが、山間の温泉地である当地域では所有者による経営が主流
であり、自用の宿泊施設用地としての市場性が重視される傾向にある。一方、市内に投資目的の収益物件は殆どなく、市
場は成熟していないことから、収益物件の建築想定に基づく収益価格の試算は断念した。以上の結果、市場性を反映した
比準価格が十分説得力を有するものと判断して、これを採用することとし、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

旅館
Ｗ２

今年に入り、宿泊客が大幅に増加しており、今後収益力の回復に伴い、地価の下げ圧力も弱まるものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅北東
35km

高山
35km

(8)

東8m市道

都計外
国立公（２種）

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

908

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 40.0  ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0形状

　補正

ほぼ整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

16,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は泉質の異なる温泉地が点在する奥飛騨温泉郷一帯と判断される。需要者は県内外の観光関連事業を手掛ける
法人等が中心。これまで新型コロナの影響で倒産する旅館等も見られたが、今年に入り、徐々に観光客が増え始め、全国
的に有名なホテル運営会社が平湯地区の温泉旅館を取得する動きも出てきた。ただ、温泉地の特性として規模が大きく、
総額が嵩むため、取引は少なく、取引形態も多様となることから中心価格帯の把握は困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市国府町広瀬町字中村９３５番４外

低層店舗兼住宅地

県道沿いに小売店舗
等が介在する商業地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 70 40 50 低層店舗兼住宅地

-

（都）(60,200)

昨年と比較すると、多くの店舗で、売上の回復が見られるが、
高山市郊外の商業地では、地価が下げ止まる程の力強さはない。

特に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

　当地域は自用の店舗併用住宅が中心で、不動産の収益性によって地価が形成される程市場は成熟していないことから収
益価格を求めることはできなかった。自用目的の取引においては、類似物件との相対比較の中で価格が決定される傾向が
あり、比準価格は相応の説得力を有する。本評価においては、国府町内で規範性の高い事例を採用し得たことから、比準
価格を適正と判断してこれを採用することとし、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

当地域は県道沿いに、店舗併用住宅が建ち並ぶ旧来からの地域であるが、近年は住宅地としての土地利用が増えており、
今後は商業地から混在住宅地へ徐々に以降していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 28,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

飛騨国府駅南
140m

飛騨国府
140m

(8)

北東7.5m県道

（都）
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ７．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

252

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

28,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

7,080,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 28,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、当市国府町から隣接する飛騨市古川町にかけての商住混在地域と判断される。需要者は地元住民を顧客
とする事業者が中心。近年、古川町境に大型複合商業施設が整備されて以降、当地域の求心力は低下し、商業地としての
色彩は弱まりつつある。ただ、坪１０万円近い取引も見られ、住宅用地としての売買は比較的堅調で、背後地も含めた不
動産の需給は総じて安定している。取引の中心価格帯は土地代として総額７００万円前後と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示



高山市上岡本町３丁目４７５番１外

低層店舗地

国道沿いに店舗、事
業所等が混在する商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 300 100 低層店舗地

-

（都）準工(70,200)

個人消費は持ち直しの動きが見られるが、世界的な物価高騰の一
方で賃金の伸びは鈍く、景気を下押しする懸念が生じている。

地域要因に目立った変化等は見られない。

個別的要因に変動はない。

本件では比準価格及び収益価格を得た。商業地の評価で収益性を無視する事はできないが、供給過多により賃料が抑えられ
収益価格は低位に算出された。当地域では主に自己利用目的で取引が行われており、市場性を反映した比準価格に優位性が
認められる。比準に際しては代替性の認められる事例を採用しており、説得力の高い価格が得られた。よって、比準価格を
重視し、収益価格を参酌して、公示価格を規準とした価格との均衡にも留意し、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
ＲＣ２

路線商業地域であり、繁華性に大きな衰退はないが、商圏は飽和状態となっている。地価については下落傾向が続くと予測
する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

71,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

高山 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.9

-4.9

+9.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

高山駅西方
1.2km

高山
800m

(8)

東22m国道､北側道

（都）準工
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない ２２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

739

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

73,500 円／㎡

35,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

70,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.1％ ％

101.7 ］

99.5［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+5.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 3日 正常価格

令和 4年 7月 10日令和 4年 7月 1日

53,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 72,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

56,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は高山市内の商業地域である。主たる需要者はロードサイドビジネスを展開する大手資本の法人で、圏内の個人
事業者等も含まれる。当地域は交通量が多く地元顧客の需要はある程度見込まれるものの、商圏は飽和状態にあり、地価は
下落傾向にある。新型コロナに物価高騰の不安定要素が加わり、先行きの不透明感が増している。当地域では事業用借地権
の設定によって営業するケースが主であり、取引は少なく、市場の中心価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －5

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原毅彦



高山市江名子町２７１５番２０外

中規模工場地

工場、倉庫等の連坦
する、丘陵地にある
工業団地（高山東部
工場団地）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北180 250 200 450 中規模工場地

-

（都）工業(60,200)

県内の工場立地の件数・面積は共に全国３位となり、いずれも
全国平均を上回った。

当団地に工場を有する事業所において、品質不正が発覚し、業
績が急激に悪化したため、事業再生ＡＤＲを申請した。

個別的要因に変動はない。

　同一需給圏内の類似地域において収集した多数の取引事例のうち、規範性に富むものを選択し、精度の高い比準価格を
試算し得た。一方、標準地は市内の工業団地に存するが、自用目的の取引が大半で、工場としての賃貸市場は成立してい
ないことから、収益価格は試算しなかった。本件では市場参加者の属性及び県内工場の需給動向等を勘案した結果、市場
性を反映した比準価格を適正と判断してこれを採用することとし、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

工場兼事務所
Ｓ２

丘陵地に開発された熟成途上の中規模工場地域である。県内では、製造業を中心に売上高の回復基調が鮮明となっており、
今後地価の下げ圧力は弱まっていくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

高山駅東
3.8km

高山
3.8km

(8)

北東10m市道､背面道

（都）工業
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない。 １０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

4,851

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

50.0  ｍ、　奥行　約 100.0  ｍ、　規模 5,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 20日 正常価格

令和 4年 7月 8日令和 4年 7月 1日

103,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は県内の工業地域全域と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは当市匠ヶ丘町の工業団地である。
需要者は県内外の製造・物流関連の企業が中心。これまで、新型コロナウィルスの影響で、売り上げが一時的に落ちこむ
所も見られたが、昨年以降、売上が回復し、設備投資を計画する企業も増加してきた。但し、市場の中心価格帯について
は、企業の業種、規模等により様々で、把握は困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

高山（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

高山（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第２

業者名

不動産鑑定士氏名

清水不動産鑑定合同会社

清水裕示
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